
H21.9月 岩手県

【収支の状況】 （単位：百万円）

H20（08）
（決算）

H19（07）
（決算）

比較増減

歳入総額 a 677,372 681,830 △ 4,458

歳出総額 b 664,216 669,438 △ 5,222

c (=a-b) 13,156 12,392 764

繰越財源 d 8,817 9,588 △ 771

実質収支 e （＝ｃ-ｄ） 4,339 2,804 1,535

単年度収支 f 1,535 △ 17 1,552

繰上償還金 g 0 82 △ 82

積立金 h 1,402 1,411 △ 9

積立金取崩額 i 1,000 1,000 0

実質単年度収支 j (＝ｆ+ｇ+ｈ-i) 1,937 476 1,461

平成20年度普通会計決算見込等について

歳入歳出差引額
　（形式収支）

区分

注）表中の計数はそれぞれ表示単位未満を四捨五入しているので、各計数と合計が合致しないものがある。（以下、同じ。）

１　概要

 (1) 決算規模

     歳入は6,774億円と前年度に比べ45億円の減（△0.7％）、歳出は6,642億円と

　 前年度に比べ52億円の減（△0.8％）となり、歳入、歳出とも縮小した。

　 歳入の主な増減：国庫支出金（+124億円）

　　　　　　　　　 繰入金（△100億円）、県税（△64億円）

   歳出の主な増減：積立金（+156億円）、公債費（△78億円）

　　　　　　　　　 人件費（△69億円）、災害復旧費（△50億円）

 (2) 形式収支及び実質収支

     歳入歳出差引額（形式収支）は132億円で、このうち翌年度への繰越財源であ

　 る88億円を控除した実質収支は、43億円の黒字となった。

 (3) 単年度収支及び実質単年度収支

     当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は15億円

   の黒字となり、積立金等を加味した実質単年度収支は19億円の黒字となった。

 (4) 財政指標

   ア　経常収支比率は92.6％(⑲95.2％)と、人件費及び公債費が減少したこと等

     により、前年度に比べ2.6％改善した。

   イ　公債費負担比率は23.6％（⑲24.7％）、公債費比率は15.5％（⑲17.9%）、

     起債制限比率は12.0%（⑲12.3％）といずれの指標も前年度に比べ改善した。
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歳入（内訳） （単位：百万円）

構成比 構成比 増減率

１県税 * 137,531 20.3% 143,935 21.1% △ 6,404 -4.4%
２地方譲与税 4,187 0.6% 4,572 0.7% △ 385 -8.4%
３地方特例交付金等 2,315 0.3% 994 0.1% 1,321 132.9%
４地方交付税 231,009 34.1% 237,084 34.8% △ 6,075 -2.6%
　普通交付税 227,733 33.6% 233,984 34.3% △ 6,251 -2.7%
　特別交付税 3,276 0.5% 3,100 0.5% 176 5.7%
５交通安全対策交付金 558 0.1% 622 0.1% △ 64 -10.3%
６分担金・負担金 * 4,373 0.6% 4,185 0.6% 189 4.5%
７使用料・手数料 * 8,442 1.2% 8,729 1.3% △ 287 -3.3%
８国庫支出金 97,798 14.4% 85,367 12.5% 12,431 14.6%
９財産収入 * 1,800 0.3% 2,097 0.3% △ 297 -14.2%
10寄附金 * 285 0.0% 73 0.0% 212 289.7%
11繰入金 * 7,224 1.1% 17,178 2.5% △ 9,955 -57.9%
12繰越金 * 12,392 1.8% 12,023 1.8% 369 3.1%
13諸収入 * 77,888 11.5% 71,758 10.5% 6,129 8.5%
14県債 91,570 13.5% 93,215 13.7% △ 1,645 -1.8%
　うち臨財債 27,838 4.1% 22,856 3.4% 4,982 21.8%
歳入合計 677,372 100.0% 681,830 100.0% △ 4,458 -0.7%
　うち地方交付税+臨財債 258,848 259,940 △ 1,092 -0.4%
*は自主財源

注）県税には、地方消費税清算金（清算後）を含む。

自主財源と依存財源の割合

構成比 構成比 増減率

自主財源 249,935 36.9% 259,978 38.1% △ 10,043 -3.9%
県税 137,531 20.3% 143,935 21.1% △ 6,404 -4.4%
その他 112,404 16.6% 116,043 17.0% △ 3,639 -3.1%

依存財源 427,437 63.1% 421,852 61.9% 5,584 1.3%
地方交付税 231,009 34.1% 237,084 34.8% △ 6,075 -2.6%
国庫支出金 97,798 14.4% 85,367 12.5% 12,431 14.6%
県債 91,570 13.5% 93,215 13.7% △ 1,645 -1.8%
その他 7,060 1.0% 6,187 0.9% 873 14.1%

歳入合計 677,372 100.0% 681,830 100.0% △ 4,458 -0.7%

H20(08) H19(07) 比較増減

H20(08) H19(07) 比較増減

２　歳入
　(1)　自主財源と依存財源の割合
　　　 本県の歳入は、県が自主的に収入できる「自主財源」の割合が36.9%と低く、国から
　　 交付される地方交付税、国庫支出金、県債等の「依存財源」が63.1％と高い割合と
なっ
     ている。
　(2)　県税
　　　 県税は、景気後退による企業収益の低迷等により、前年度比64億円の減（△4.4%）
     となった。
　(3)　地方譲与税及び地方特例交付金等
　　　 地方譲与税は、地方道路譲与税が減少したこと等により、前年度比4億円の減(△
     8.4％）となった。
       また、地方特例交付金等は、地方税等減収補てん臨時交付金の創設等により、13億
     円の増（+132.9％）となった。
　(4)　地方交付税
　　　 地方交付税は、前年度比61億円の減（△2.6％）、実質的な地方交付税（地方交付税
     と臨時財政対策債の合計額）は前年度比11億円の減（△0.4％）となった。
　(5)　国庫支出金
　　　 国庫支出金は、ふるさと雇用再生特別交付金、地域活性化・生活対策臨時交付金の
　　 創設等により、前年度比124億円の増（+14.6%）となった。
　(6)　繰入金
　　　 繰入金は、県債管理基金からの繰入金が前年度から60億円減少したこと等により、
     前年度比100億円の減（△57.9%）となった。
　(7)　県債
　　　 県債は、普通建設事業費の減等により、前年度比16億円の減(△1.8%)となった。
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３　歳出

(1) 目的別

ア

イ

３-1　歳出・目的別 （単位：百万円）

構成比 構成比 増減率

１議会費 1,297 0.2% 1,356 0.2% △ 60 -4.4%

２総務費 32,056 4.8% 31,133 4.7% 923 3.0%

３民生費 68,796 10.4% 65,396 9.8% 3,399 5.2%

４衛生費 45,578 6.9% 44,935 6.7% 643 1.4%

５労働費 10,908 1.6% 2,195 0.3% 8,712 396.8%

６農林水産業費 63,004 9.5% 64,117 9.6% △ 1,113 -1.7%

７商工費 57,610 8.7% 54,130 8.1% 3,480 6.4%

８土木費 72,691 10.9% 76,725 11.5% △ 4,034 -5.3%

９警察費 28,260 4.3% 29,067 4.3% △ 807 -2.8%

10教育費 154,648 23.3% 156,797 23.4% △ 2,149 -1.4%

11災害復旧費 8,358 1.3% 13,314 2.0% △ 4,956 -37.2%

12公債費 105,715 15.9% 113,517 17.0% △ 7,802 -6.9%

13諸支出金 4 0.0% 4 0.0% △ 0 -8.0%

14税関係交付金 15,290 2.3% 16,750 2.5% △ 1,459 -8.7%

　歳出合計（目的別） 664,216 100.0% 669,438 100.0% △ 5,222 -0.8%

　目的別の歳出で最も構成費が高いのは教育費(23.0％)、次いで公債費(16.3%)、土木
費(12.9%)、農林水産業費（11.9％）の順となっている。

民生費が国民健康保険財政調整交付金の増等により約50億円の増（+9.1％）、総務
費が盛岡駅西口複合施設整備事業費の増等により約19億円の増（+4.6％）となった。
一方、投資的経費の規模の抑制等により土木費が約151億円の減（△14.3％）、農

林水産業費が約63億円の減（△7.0％）となったほか、商工費が中小企業経営安定資
金貸付金や緊急経済対策資金貸付金の減等により約42億円の減（△7.6％）、教育費
が県立大学管理運営費の減等により約37億円の減（△2.2％）となった。

H20（08） H19（07） 比較増減

３　歳出

　(1)　目的別

　　 ア 目的別の歳出で最も構成比が高いのは教育費（23.3％）で、次いで公債費(15.9％)、

      土木費（10.9%）の順となっている。

　   イ 労働費が、ふるさと雇用再生特別基金積立金（65億円）、緊急雇用創出事業臨時特例

　　　基金積立金（24億円）の皆増等により前年度比87億円の増（+396.8％）となった。

　　　　一方、公債費が元金償還額の減等により前年度比78億円の減（△6.9％）、災害復旧

　　　費が河川等災害復旧費の減等により、前年度比50億円の減（△37.2％）となった。
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３-2　歳出・性質別 （単位：百万円）

構成比 構成比 増減率

人件費 187,845 28.3% 194,715 29.1% △ 6,870 -3.5%

扶助費 12,215 1.8% 12,057 1.8% 158 1.3%

公債費 105,635 15.9% 113,447 16.9% △ 7,813 -6.9%

うち県債償還元金 81,010 12.2% 88,128 13.2% △ 7,118 -8.1%

うち県債償還利子 24,462 3.7% 25,106 3.8% △ 645 -2.6%

義務的経費　計 305,694 46.0% 320,219 47.8% △ 14,525 -4.5%

普通建設事業費 115,751 17.4% 117,544 17.6% △ 1,794 -1.5%

うち県単 40,624 6.1% 41,927 6.3% △ 1,303 -3.1%

災害復旧事業費 8,358 1.3% 13,314 2.0% △ 4,956 -37.2%

失業対策費 0 0.0% 0 0.0% 0

投資的経費　計 124,109 18.7% 130,859 19.5% △ 6,750 -5.2%

物件費 21,513 3.2% 22,556 3.4% △ 1,042 -4.6%

維持補修費 9,393 1.4% 8,797 1.3% 596 6.8%

補助費等 112,649 17.0% 114,438 17.1% △ 1,789 -1.6%

繰出金 2,586 0.4% 3,139 0.5% △ 554 -17.6%

積立金 20,445 3.1% 4,881 0.7% 15,563 318.8%

投資・出資金 241 0.0% 110 0.0% 132 120.2%

貸付金 67,586 10.2% 64,440 9.6% 3,147 4.9%

その他　計 234,413 35.3% 218,361 32.6% 16,052 7.4%

歳出合計（性質別） 664,216 100.0% 669,438 100.0% △ 5,222 -0.8%

H20(08) H19(07) 比較増減

　(2)　性質別

　　ア　義務的経費は、扶助費が重度心身障害者（児）医療助成費の増等により、前年

　　　度比2億円の増（+1.3％）となる一方、人件費が職員数の減等により前年度比69億

　　　円の減（△3.5%）となるとともに、公債費が前年度比78億円の減（△6.9％）とな

　　　ったことから、全体では前年度比145億円の減（△4.5％）となった。

　　イ　投資的経費は、災害復旧事業費が河川等災害復旧費の減等により前年度比50億

　　　円の減（△37.2%）となったこと等により、前年度比68億円の減（△5.2%）となっ

　　　た。

　　ウ　その他の経費については、積立金がふるさと雇用再生特別基金積立金の皆増（

　　　65億円）等により前年度比156億円の増（+318.8%）となったこと等により、前年

　　　度比161億円の増（+7.4％）となった。
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４　各種財政指標の状況（平成20年度）

標準財政規模（百万円） 財政力指数 経常収支比率（％） 実質収支比率（％） 公債費負担比率（％）

389,828 0.31357 92.6 1.1 23.6

うち主要３基金
（百万円）

15.5 12.0 1,480,844 46,769 18,154

注）主要３基金とは、財政調整基金、県債管理基金、公共施設等整備基金で、財源対策に活用できる基金。

○平成20年度決算に基づく各比率の値（未確定値）【注】

（ア）健全化判断比率

実質赤字比率（％） 連結実質赤字比率（％） 実質公債費比率（％） 将来負担比率（％）

－ (なし) － (なし) 14.8 312.4

【参考】

実質赤字比率（％） 連結実質赤字比率（％） 実質公債費比率（％） 将来負担比率（％）

早期健全化基準 3.75 8.75 25.0 400.0
財政健全化基準 5.00 25.00 35.0
※　早期健全化基準を超える場合：財政健全化計画の策定、外部監査の要求　等
　　 財政再生基準を超える場合：財政再生計画の策定、地方債の制限　等

（イ）資金不足比率（公営企業の経営健全化に関する判断比率）（未確定値）【注】

【参考】

資金不足比率（％）

経営健全化基準 20.0
※　経営健全化基準を超える場合：経営健全化計画の策定、外部監査要求　等

【注】確定値は監査委員による審査の後、9月議会で報告します。

５　地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について

県債現在高（百万円）
　積立基金現在高
（百万円）

公債費比率（％） 起債制限比率（％）

※　各公営企業：流域下水道事業特別会計、港湾整備事業特別会計、県立病院等事業会計、
　　　　　　　　　　電気事業会計、工業用水道事業会計

資金不足比率（％）

－  (各公営企業ともなし)

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）に基づく健全化判断

比率については、いずれの指標も早期健全化基準に該当しない見込みとなった。

　また、公営企業の経営健全化に関する判断比率である資金不足比率についても、経営健

全化基準に該当しない見込みとなった。
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参考：用語解説

標準財政規模 　地方公共団体の一般財源の標準規模を示すものである。

財政力指数

経常収支比率

公債費負担比率

公債費比率

　A：元利償還金（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）

　B：Aに充てられた特定財源

　C：普通交付税の算定において災害復旧事業費等をして公債費算入された公債費

　D：標準財政規模（＝標準税収入額等+普通交付税）

　E：臨時財政対策債発行可能額

起債制限比率

　A：元利償還金

　B：Aに充てられた特定財源（繰上償還額及び公営企業債償還額に係る分を除く）

　C：普通交付税の算定において災害復旧事業費等として公債費算入された公債費

　D：標準財政規模

　E：臨時財政対策債発行可能額

　F：普通交付税の算定において事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

　G：事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費に準ずる債務負担行為に係る支出

　基本的な財政需要に対する標準的な収入額の割合であり、財政の自主性、自由度を示して
いる。

財政力指数＝
基準財政収入額
基準財政需要額

の3か年平均

標準財政規模＝［基準財政収入額－〔地方譲与税+特例交付金+交通安全対策特別交付
金〕］×100/75+地方譲与税+特例交付金+交通安全対策特別交付金+普通交付税

　標準財政規模に対する借入金の償還に充てる一般財源（交付税措置分を除く）の割合をいう。公債費比
率と異なり、償還に充てる一般財源から交付税措置される額を除いて計算されるので、公債費比率より低
い率となる。

　基準財政収入額は、地方公共団体が標準的に収入しうると考えられる地方税等のうち基準
財政需要額に対応する部分とされ、都道府県では標準税率で算定した当該年度の収入見込
額の75/100の額とされている。

　基準財政需要額は、地方公共団体が妥当かつ合理的な平均水準で行政を行う場合に要す
る財政需要を示す額とされている。

　財政力指数が１を超える場合、すなわち基準財政収入額が基準財政需要額よりも大きい場
合には、当該地方公共団体は普通交付税の不交付団体となる。また、財政力指数が１以下の
団体であっても、１に近いほど普通交付税算定上のいわゆる留保財源が大きいことになり、財
源に余裕があるということができる。

経常一般財源
※H12までは

経常経費充当一般財源

×100

　経常収支比率は、当該団体の財政構造の弾力性を測定する比率として使われる。この比率
は、人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与
税を中心とする経常一般財源収入がどの程度充当されているかを示しており、この比率が低
いほど財政構造に弾力性があるといえる。

( D+E )-( C+F+G )
×1/3×100

経常収支比率（％）＝
経常経費充当一般財源

経常一般財源+減収補てん債+臨時財政対策債

　公債費の一般財源総額に占める割合を公債費比率という。

起債制限比率（％）＝
A - ( B+C+F+G )

　地方債の償還経費である公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をい
う。公債費負担比率が高いほど財政運営の硬直性の高まりを示す。

公債費充当一般財源
一般財源総額

公債費比率（％）＝
A - ( B+C )

( D+E ) - C

公債費負担比率（％）＝
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参考：用語解説（続き）

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

　・準元利償還金：イからホまでの合計額

　イ　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における

　　　1年当たりの元金償還金相当額

　ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に

　　　充てたと認められるもの

　ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の

　　　財源に充てたと認められるもの

　ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

　ホ　一時借入金の利子

将来負担比率

　チ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額
　・充当可能基金額：イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

　ニ　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

 　ト  連結実質赤字額

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準財政需要額算入額）

　ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
　へ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の
　　　 当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

　・将来負担額：イからチまでの合計額
　イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
　ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
　ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合を将来負担比率という。

将来負担比率（％）＝

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

　・連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

　ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
　ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

　イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、
　　　実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額
　ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率を実質公債費
比率という。

　・一般会計等の実質赤字額
　　　　　　　　　一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額
　・実質赤字の額　＝　繰上充用額　＋（支払繰延額＋事業繰越額）

　全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する割合を連結実質赤字
比率という。

実質公債費比率（％）＝
（３か年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

(地方債の元利償還金＋準元利償還金）-
　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する割合を実質赤字比率という。

実質赤字比率（％）＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字比率（％）＝
連結実質赤字額
標準財政規模
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参考：用語解説（続き）

資金不足比率 　公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する割合を資金不足比率という。

資金不足比率（％）＝
資金の不足額
事業の規模

　・資金の不足額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一定の額。

　　　　　　（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。

　　資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債+建設改良費等以外の経費の財源に充てるために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起こした地方債の現在高-流動資産）-解消可能資金不足額
　　資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額+支払繰延額・事業繰越額+建設改良費等以外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の経費の財源に充てるために起こした地方債現在高）－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　解消可能資金不足額
　　　※　解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生じる等の事業がある場合において、資金の不足額から控除する

　・事業の規模
　　事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額-受託工事収益の額
　　事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額-受託工事収益に相当する収入の額

　　　※　宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する
　　　　　特例がある。

　　　※　指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する
　　　　　　特例がある。
　　　※　宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」
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